
上総第  26 号 

令和 8年 2月 10日 

 

上越市議会議長 渡邉 隆 様 

 

上越市長 小 菅 淳 一 

（ 総 務 課 ）  

 

市民と議会の意見交換会で聴取した市民意見への対応について（回答） 

 

 

「市民と議会の意見交換会」において聴取された意見等につきましては、全庁で共有し業

務の参考とさせていただきます。 

なお、本意見交換会での意見等につきましては、参考として理事者側に送付いただいてい

ることなどを踏まえ、個別の対応方針の回答は行わないこととしますが、市民からの意見及

び当日の議員の発言に関し、必要に応じて補足説明を付記させていただきますので、ご確認

ください。 

 



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

1

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

上越市観光キャンペーン事業について、直
江津駅から佐渡汽船ターミナルまでのアク
セスが悪く、神戸新潟間の空路が開設され
たため、上越に宿泊して佐渡へということ
にはならないのではないか。関西方面への
観光キャンペーンを推進すべきである。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

2

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

新潟県美術展覧会上越展は、より良い環境
で鑑賞できるように取り組むとしている
が、しっかりとした検討や計画が必要では
ないか。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

3

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

若者奨学金返還支援助成金は良い制度だと
思う。どういう効果があるか分からない
が、若者が上越に帰ってきてくれるような
内容でやってほしい。

始めたばかりの制度であり、制度の成果を
注視していきたい。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

4

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

地域独自の予算について、8月末までに次年
度の事業提案をしなければならないため、
使い勝手が悪い。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

1



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

5

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

地域自治区制度について、旧町村の13区と
合併前上越市の15区では成り立ちが違うの
で、同様に扱うことができないのではない
か。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

6

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

合併前上越市の15区では、小学校区単位で
の小規模多機能自治を確立しなければなら
ないのではないか。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

7

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

小規模な町内会では、共同作業や施設管理
などができない。支援が必要である。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

8

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

三和区でもコウノトリが巣作りをしたが、
自然を守る活動を育てるという面にも十分
留意してほしい。また、オニバスの生育環
境整備などの現場を見てほしい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

2



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

9

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

廃校舎を整備して、地域の野外活動ができ
るようにならないか。目玉になるところに
はきちんと投資をして、人を呼べるような
施設にしてほしい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

10

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

アウトレットを誘致してほしい。そうなれ
ば、上沼道も早くできると思う。若い人た
ちが上越に来るための目的にアプローチし
て環境整備をしてほしい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

11

R07.11.06
三和区A

【記録】
　小林

空き家に入ってくれた外国人が町内会との
接点を持たないため、ゴミ出しなどいろい
ろな問題が発生している。空き家対策はこ
のようなところも視野に入れてほしい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・空き家情報バンク制度の連携協定を
締結している不動産団体に所属する事
業者には、団体を通じ、物件売買の際
には外国人を含め、物件所在地の地域
の事情・特性やルールについてご理解
いただいた上で、購入いただくように
お願いしています。

12

R07.11.06
三和区B

【記録】
　上野

小中学生をメインとした地域活動につい
て、子どもたちも忙しいため、疲弊してい
る感じがする。子どもたちのペースや自主
性に任せた事業やイベントが良いのではな
いか。

地域としてどう子ども主体の活動をしてい
くか、意見を伺って新たな意見が見えてき
た。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

3



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

13

R07.11.06
三和区B

【記録】
　上野

今までのような公民館事業だけではなく、
まちづくりや地域おこしなどの視点で、公
民館を有効的に活用したほうが良いのでは
ないか。

とても大事なご意見である。議会としても
考えていきたい。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

14

R07.11.06
三和区B

【記録】
　上野

給食費よりも、学校給食の素材や質につい
てもっと考えて改善してほしい。

アレルギーなど様々なことに配慮しないと
いけないこともある。単にお腹を満たすだ
けとか栄養価の視点だけでなく、味はとて
も重要だと思う。他の自治体では、生徒達
が野菜を作ったり、献立を考えたりして給
食を楽しく食べている学校もあると聞く。
上越市の実態や五感を育むという観点か
ら、議会としても問題意識を持って調査研
究していきたい。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・学校給食における食材については、
品質、安全性を前提とし、地元産＞県
産＞国産の順で調達し、輸入食材はな
るべく使用せず、安全安心な学校給食
の提供を行っています。
・また、当市では他の自治体と同様
に、児童が学校や地域の田畑で栽培し
収穫した米や野菜を給食で使用した
り、児童が授業の中で栄養バランス等
を踏まえて考案した献立を実際の給食
の献立として取り入れたりするなど、
給食を通じて様々な「食育活動」に取
り組んでいます。

15

R07.11.06
三和区B

【記録】
　上野

SNSで上越市の観光やイベントなどを紹介し
ているが、もっと発信してほしい。人口が
減っていくのは、若い人が上越市から出て
いってしまうからだと思うので、上越市の
魅力をもっと発信すれば若い人も来てくれ
ると思う。

とても貴重なご意見。大人がやるのではな
く、若者や子どもなどが主体となってやる
ことで、楽しい上越市になっていくと思
う。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

16

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

妙高市のふるさと納税は、赤倉観光ホテル
などの観光で使える券の納税額が大きかっ
た。上越市でもふるさと納税で、体験型の
コンテンツを用意できないか。また、観光
については、近隣の市で連携して取り組む
ことはできるか。

上越3市の広域連携が重要になってくる。さ
らに佐渡市も加えた連携が大事だと考えて
いる。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・当市への観光で使える返礼品として
は、市内の宿泊施設の利用券、寿司店
や焼肉店などの飲食券を提供していま
す。さらに「越後・謙信SAKEまつり試
飲チケット」や「越後謙信きき酒マラ
ソンのエントリー権」、「田植え稲刈
り体験」など、当市のイベントを体験
していただく返礼品も提供しており、
引き続き当市への観光につなげる視点
も持ちながら、ふるさと納税の取組を
推進していきます。

4



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

17

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

上越地域医療センター病院における病床が
全部使われていないが、これからさらに入
院患者が減っていくのではないかと思う。
地域医療センター病院は本当にあの場所に
必要なのかどうか、上越市の予算が苦しい
中どう考えているか。

コンサルタントを入れ、体力をつけてから
改築着工する予定である。議会としても注
視していく。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

18

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

上越地域医療センター病院にはお世話に
なっているので、大金がかかるのは分かる
が、できる限り現状を維持してほしい。

財政面は市単独では厳しい。国や県の力を
借りながら運営していかなくてはならな
い。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

19

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

学校給食の無償化について、市が負担する
のは苦しいと思う。地元の食材をどんどん
取り入れ、子どもたちが地元に誇りを持て
るようにしてほしい。

日本の給食は教育の一環でもあるため、質
や量が落ちるのは良くないと思う。13区に
おいては地産地消を活用することも増えて
いるが、旧上越市は人数も多いため追いつ
いていない。その中でも少しづつ地産地消
を進めてきている。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・学校給食における地産地消について
は、米は上越市産つきあかりを100％
使用している一方で、地場産野菜の使
用割合は、上越市全体で14.0％（令和
6年度）となっています。
・主な課題としては、野菜の大きさや
形について一定の規格を満たした必要
量の「安定確保の問題」や、生産者や
納入業者の高齢化により、生産はでき
ても配達が困難である「流通の問題」
等が挙げられます。
・教育委員会としては、こうした課題
を踏まえつつ、市長部局との連携の
下、学校給食にご協力いただける関係
者の皆様と協議を重ねながら、引き続
き、地場産野菜の使用割合を高める取
組を推進していきます。
・なお、加工食品についても規格外の
地場産じゃがいもを地元業者が加工し
た食材や地元の味噌・醤油等を使用す
るなど、地元食材を積極的に使用して
います。

5



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

20

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

介護福祉について、独居の問題を市ではど
のように捉えているか。元気な高齢者を増
やしていくことが必要である。

介護福祉の問題は非常に難しいと感じてい
る。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

21

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

海外人材を採用して介護職員を充足してい
るが、専門的な資格を持っている人のマン
パワー不足は強く感じている。事業主の苦
しい部分にも目を向けてほしい。介護事業
主の意見交換会に議員や市の職員からも参
加してほしい。

意見交換の際は、ぜひ担当課の方にお声が
けしていただきたい。
上越市は地域包括支援センターも充実して
いるので、ぜひ活用してほしい。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　■３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

22

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

働いている市職員の数は適正なのか。業務
の効率化を行って人数を減らすことはでき
ないのか。今働いている人数をいかに減ら
せるかどうかが大事である。

DX化やAIも推進している途中であり、職員
の数は自然に減っていくものと考えてい
る。
職員が減ってもサービスが変わらない仕組
みを作っていく。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

23

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

行政の雇用を増やして、人手不足を補うこ
とはできないのか。若い人を雇用すること
で、人口流出も防げると思う。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

6



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

24

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

車に乗れない高齢者は、スーパーにいくの
も大変。公共交通についてどう考えている
か。

13区から取組は進めているが、まだ旧上越
市内までは至っていない。継続的に取り組
んでいかなければならない。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

25

R07.11.07
高田区A

【記録】
　降旗

高齢者の交通問題解決のため、移動スー
パーなどを導入してはどうか。

採算が合わないという面もある。最終的に
公がスーパーをやらないといけないかもし
れないと考えている。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・人口減少に伴い商店が著しく減少し
た大島区において、食料品等販売施設
「大島やまざくら」を設置したほか、
同区及び周辺地区（大浦安）において
移動販売を行っています。
・一方で、人口減少による収入減や、
スタッフの高齢化と後継者不足が懸念
されることから、将来的な施設の在り
方についての検討が必要となっていま
す。

26

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

高齢者が多く、地域役職の担い手がいな
い。町内会の負担が大きい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

27

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

不動産会社が引き受けるような空き家物件
しか空き家バンクに登録してもらえない。
困っている人はどうすればよいのか。

しっかり調査をして、一歩踏み出すように
しなければならない。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・空き家情報バンク制度は、安全性に
問題がないこと、建築基準法など法令
に違反しないこと、抵当権など第三者
の権利設定がないことなどの条件を満
たす空き家を登録していただくことと
しています。市として売買契約におけ
るトラブルを回避しつつ、空き家利活
用の促進を図っています。

7



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

28

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

地域自治推進プロジェクトの取組内容が市
民に知られていないし、伝える機会がな
い。市民参加のない地域自治でよいのか。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

29

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

子どもが小学校５年生の時に起立性調節障
害と診断されたが、学校には病気として
扱ってもらえず、障害者手帳をもらえな
かった。病のため学校に行けない子どもや
その保護者のケア、居場所を作ってほし
い。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・学校は、病気の診断に関わらず、児
童生徒の様子や保護者の希望を聞きな
がら必要な支援を行っています。
・障害者手帳の交付は学校や病院が行
うものではなく、県の判定員等が判定
し交付するものです。
・病気のため学校に行けない児童生徒
については、オンライン学習等、子ど
もの状況に寄り添った学習形態を提供
し、児童生徒の学習保障に取り組んで
います。また、状況に応じて、時間を
ずらした登校や校内教育支援センター
等への別室登校もできるようにしてい
ます。
・また、市では教育支援室子ども未来
サポートCoCoMoを開設し、学校へ行く
ことが難しい児童生徒の居場所や学び
の場として利用できる環境を整えてい
ます。

30

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

上越市は、桜とさけまつりしかないイメー
ジ。若者は興味がない。若者が「こんなこ
とをして上越を盛り上げたい」ということ
に手を差し伸べてもらいたい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・当市では「地方創生・若者重点支援
補助金」を設け、市内に住む若者や若
者団体等による、まちの活性化やにぎ
わい創出など、総合戦略に定める施策
の推進に資する取組を支援していま
す。

8



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

31

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

空き家バンクの窓口と、移住者の受け入れ
や相談窓口は部署が違うので、連携が取れ
ていない。もっと連携をとってほしい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・多文化共生課にある上越市ふるさと
暮らし支援センターでは、移住・定住
に関する総合窓口として移住希望者か
ら様々な相談をお受けし、関係課等と
連携して対応しています。
・中古住宅の取得に関する相談があっ
た場合においては、空き家バンクの活
用を含め、建築住宅課と連携しなが
ら、移住希望者の意向に沿った対応を
行っています。

32

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

地域協議会の委員が調査研究をする時は、
全て自費になるため、予算を付けてほし
い。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

33

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

若い世代からも地域協議会委員になってほ
しい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

34

R07.11.07
高田区B

【記録】
　西沢

高齢者は車がないと移動が困難。タクシー
を利用するときに、高齢者割引があると助
かる。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

9



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

35

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

13区ではファミリーサポートのマッチング
など、旧上越市と比べて子育て支援に格差
を感じる。

マッチングについては格差はない。議会と
しても地域格差がなくなるよう注視してい
く。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

36

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

産前産後ヘルパーの利用条件が厳しく、利
用のしづらさを訴えているが窓口対応も変
わらない。利用条件を広げてほしい。父親
の育休や同居家族がいるだけで利用を断ら
れるケースもある。

誰もが安心してヘルパーを使える環境が大
切である。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・当市では、国の子育て世帯訪問支援
事業実施要綱に基づき「上越市産前・
産後等ヘルパー派遣事業要綱」を定
め、対応を行っています。
・要綱第2条の中で、事業対象者は
「妊娠中又は産後16週以内にある人
で、体調不良等のため家事又は育児を
行うことが困難であり、かつ、昼間に
同居の親族その他の人が家事又は育児
を行うことができないと認められるも
の」と定められているため、要綱に基
づき事務を遂行しています。

37

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

一時預かりの費用助成制度について、対象
を1歳未満に拡大してほしい。

（回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・市では生後8週以降の一時預かり事
業（ファミリーヘルプ保育園）を既に
実施していることから、民間団体が実
施する一時預かり事業の利用料金の一
部を助成する乳児一時預かり費用助成
金については、対象を生後8週未満と
しています。

38

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

産後の骨格や筋肉のケアのため、産前産後
ケアに理学療法士を加えてほしい。現状は
高額な自己負担となっている。

必要なケアが必要な人に届くよう、しっか
り声を上げていきたい。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

10



議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

39

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

産後ケアにおけるヘルパー派遣は、産後1年
までが対象となっているが、卒乳時期以降
（1歳以降）でも産後ケアは必要である。

必要なケアが必要な人に届くよう、しっか
り声を上げていきたい。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・国の産後ケア事業ガイドラインにお
ける対象者は、「出産後 1 年以内の
女子であって、産後ケアを必要とする
者」と定めていることから、当市にお
いても国のガイドラインに基づいて対
応しています。
・しかし、実際に卒乳時期の相談を受
ける場合もあるので、その場合は、助
産師の健康相談室への来所をお勧めし
ています。
・市民プラザのこどもセンターでの相
談を受けているので、こどもを連れ
て、遊ばせながら相談に訪れることも
できます。

40

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

子育てをしている市民から直接、子育てに
関する困りごとを聞いてほしい。

子どもセンターで意見を聞いたことがあ
る。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・オーレンプラザ及び市民プラザに開
設しているこどもセンターや子育てひ
ろばで子育て中の保護者からの相談を
随時受けています。
・また乳幼児健康診査や妊産婦・新生
児訪問などで、個別に丁寧に面談して
います。
・令和7年度からはLINEでのチャット
型の子育て相談を地域子育て相談機関
に委託し、より気軽に相談してもらえ
るよう取り組んでいます。

41

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

幼児検診で運動面（首すわり等）が要観察
となった場合、その後のフォローがない。

市からは「各地区担当がフォローしてい
る」との見解を得ている。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・3か月健診にて、要精密検査となっ
た場合は、疾病や異常が疑われること
があるので、専門機関への精密検査を
受けるための方法を健診終了後にお伝
えしています。受診すると、精密検査
結果が医療機関から返送されてくるた
め、精密検査結果の確認を行い、必要
なフォローを行っています。
・首すわりが要観察の場合で育児への
不安が強い保護者の場合は、保護者の
気持ちに配慮してその場ではお伝えし
ないことがあります。不安がそれほど
強くない場合には、健診の会場で「上
越市こどもファイル」を活用して、保
護者に抱き方や腹ばいでの遊び方を伝
えたり、首がすわるということを保護
者自身に日常の中で確認してもらう方
法をお伝えしています。
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議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

42

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

教育DX等の積極的推進や、文部科学省や経
済産業省の事業を積極的に活用して、教員
支援をしてほしい。

教育DXは全国的な課題である。予算や教員
スキルなどの課題もあるが、議会としても
研究していく。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・1人1台のタブレット端末の端末操作
運用支援のサポートを行うサポートデ
スクの委託費やネットワーク機器保守
運用支援に国の補助金を活用すること
で、環境を整備するとともに教員の支
援を行っています。

43

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

GIGAスクール導入時、ルール決めや設定作
業に多くの時間がかかり、ICTの導入で業務
が増えた面もある。

ICTの進歩は激しい。プラットフォームを整
備することが重要であり、教員への研修も
考えるべきである。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

44

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

移住定住のターゲットはどこか。また、ど
のような情報発信をしているのか。

ターゲットは若者・生産年齢世代である。
当市では移住定住コンシェルジュを設置
し、担当課がイベント等でPRしている。ま
た、支援制度を市外に積極的に発信してい
る。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

45

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

Uターン者を増やすため、どのような支援が
あるのか。

奨学金返済の支援制度があり、着実に成果
が出ている。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－
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議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

46

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

上越地域は給料が安く、希望する就職先が
ない。

住み続けたい環境づくりが重要である。働
く場所をしっかり市が作ることが、魅力に
つながる。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・市では、令和7年度から「収益力向
上・賃上げ環境整備補助金」を創設
し、国・県の支援制度とあわせ、市内
企業の給料・賃金の引上げを促進して
います。
・また、現在IT技術や先端技術を活用
した企業など、若者のニーズの変化を
踏まえた多様で魅力的な企業の誘致に
取り組むとともに、企業の立地ニーズ
に対応するため、大潟工業団地の整備
を進めています。
・あわせて、毎年高校生を対象とした
企業見学ツアーや、大学生等を対象と
した合同企業説明会などを開催すると
ともに、令和6年10月には「上越妙高
求人求職ポータル」を開設するなど、
市内事業に関する情報発信や、学生、
その他求職者と企業とのマッチング支
援を行っています。

47

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

奨学金返済の支援制度などの良い制度が
あっても、学生が知る機会がない。広報紙
やホームページを学生が見るとは限らな
い。大学での説明会など工夫が必要ではな
いか。

制度の周知方法は課題である。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

48

R07.11.08
オンライ
ン

【記録】
　山本
　関川

企業起業支援について、大学や中小企業と
連携してネットワークを構築するなど、サ
ポート体制の充実が必要ではないか。

商工会議所では創業塾などを行っており、
横の連携が必要である。

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・創業や事業承継の支援に当たって
は、市、商工団体、金融機関でそれぞ
れネットワークを組織し、各機関が連
携しながら相談対応や金融支援など、
きめ細やかに事業者支援を行っていま
す。
・製造業への支援に当たっては、大学
とも連携しながら事業者支援を行って
います。
・このほか、明確なネットワークを形
成しなくとも、市、商工団体、金融機
関、関係機関等が連携を図りながら、
事業者に対する様々な支援を行ってい
ます。
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議会報告会・意見交換会で聴取した意見一覧表（令和7年11月開催分）

№ 開催日等 意見等
当日の議員の発言（参考）
※議会の総意とは限りません

対応方針 補足説明事項

49 アンケート
令和7年10月執行の選挙公報がくるのがとて
も遅かった。市議補選を知らない人も多
い。市民参加のためにも工夫してほしい。

（アンケートのため回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－

50 アンケート
仲介会社が扱わない物件を空き家バンクに
登録できるようにしてほしい。

（アンケートのため回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

・空き家情報バンク制度は、安全性に
問題がないこと、建築基準法など法令
に違反しないこと、抵当権など第三者
の権利設定がないことなどの条件を満
たす空き家を登録していただくことと
しています。市として売買契約におけ
るトラブルを回避しつつ、空き家利活
用の促進を図っています。

51 アンケート

セラピストと協働してメンタル面をサポー
トする体制ができれば、どの世代にもケア
ができると思う。他県ではセラピストが行
政や社協とともに、メンタル面をサポート
する団体を立ち上げてサポートしていると
ころがある。市民と協働できる仕組みを
もっと考えてほしい。

（アンケートのため回答なし）

　□１　委員会等に伝える（所管：　　　　　　　　　　）
　　　※主に行政の方針変更が必要な案件が対象。
　　　※委員会として対処が必要と判断する場合は、政策提言など所要の対
　　　　応を行う。

　■２　行政側に伝える
　　　※主に行政の方針変更が伴わない案件（施設等の不具合等）が対象。

　□３　全議員に伝える
　　　※議会に関する案件（定数、会派等）、基本的に議会や行政が関わら
　　　　ない案件（民間トラブル等）、１や２に含まれない案件が対象。
　　　※対処が必要と考える議員は、日常の議員活動や一般質問等で対応、
　　　　あるいは、議会全体として対応が必要と判断する場合は、課題調整
　　　　会議等に提言する。

－
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